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はじめに

　2022 年の本誌では 3 つの論説で，研究者が創造性を
発揮する上での課題やそれを克服するための提案がな
されている 1～3）。山本論説 1）では，実質的に存続する講
座制 4）が若手教員の独立を阻害する問題について，野
地論説 2）と有本論説 3）では，創造する人材を育成する場
の重要性について異なる側面から論じられている。本
論説では，科学技術・学術政策研究所が実施した，研
究室・研究グループの実態把握（研究室パネル調査）
から見える助教や准教授の実態を紹介する 5）。以降で
は，2019 年度の理学の状況を紹介する。

助教や准教授の研究室・研究グループでのポジション

　研究室・研究グループにおいて，助教や准教授は独
立した立場にあるのか。それを見るために研究室パネ
ル調査では各教員に対して上司・部下の有無について
聞いた。ここでは，回答者である教員が研究の進捗を
定期的に報告する必要のある研究室・研究グループの
教員を上司，回答者である教員に研究の進捗を定期的
に報告する必要のある研究室・研究グループの教員や
ポスドク（学生は除く）を部下とした。上司がいる教
員の割合は助教で 67%，准教授で 29% であり，部下が
いる教員の割合は助教で 15%，准教授で 29% であっ
た。助教，准教授と職位が上がるとともに，研究室・
研究グループを独立して運営している教員（上司のい
ない教員）の割合が増えていくが，准教授でも約 3 割
は上司がいる。なお，上司がいる教員の割合は，論文
産出量を基準とした大学の規模にも依存しており，旧
帝国大学を含む大学群においては，その割合が高い。
　それでは，助教，准教授が，独立した研究室・研究
グループを運営する上で，どのような課題があるの
か。以下では，スタートアップ資金，研究開発費のマ
ネジメント，研究室・研究グループメンバーのマネジ
メント，研究の価値観という観点から見る。

スタートアップ資金

　研究室・研究グループを独立して運営しており，前
任者がいなかったと回答した教員に，スタートアップ
資金の額を聞いたところ，助教，准教授ともに約 5 割
において，組織からのスタートアップ資金は 0 円で
あった（存在しなかった）。職位が上がるほど，スター
トアップ資金の額は増加する傾向にあるが，中央値で
見ると，いずれの職位でもほぼ 0 円である。つまり，
現状では助教や准教授が独立した研究室・研究グルー
プを持つとしても，研究資金面で困難に直面する可能
性が高い。大学教員が利用可能な支援としては，科研
費における研究活動スタート支援がある。令和 3 年度
の新規採択分の採択率は 38.3% とされており，科研費
の中では高い採択率ではあるが，必ずしもすべての研
究者が支援を受けられるわけではない。海外に目を移
すと米国の化学の Assistant professor のスタートアップ
資金（Start-up package）は 2003 年段階で平均 $489,000

（仮に 1 ドル 100 円で換算すると 4,890 万円）であった
とするデータもある 6）。

研究開発費のマネジメント

　研究室・研究グループ内において自身がマネジメン
トする研究開発費（中央値）を見ると，助教では 100

万円以上 300 万円未満，准教授では 300 万円以上 500

万円未満，教授では500万円以上1,000万円未満であっ
た。研究開発費について資金源を見ると，助教，准教
授ともに外部資金が約 8 割を占める。外部資金の獲得
者の状況を見ると，助教については，自身で獲得した
資金の割合が約 4 割で，上司が獲得した資金の割合が
約 5 割と半数を占めている。准教授については，自身
で獲得した資金の割合は約 7 割，上司が獲得した割合
は約 2 割である。
　つまり，助教の段階では上司および自身の獲得した
外部資金を主要な資金源として研究活動を実施してい
る。准教授の段階になると，使用する研究開発費の規
模が大きくなるとともに，上司の獲得した外部資金へ
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の依存度が低下し，自身の獲得した外部資金を主要な
資金源として研究活動を行うようになる。
　これは平均値で見た状況であるが，外部資金 7）につ
いては，研究の目標が定められているものも多く，上
司が獲得した外部資金への依存度が高い場合は，研究
テーマの選択へも上司の影響が大きいと考えられる。

研究室・研究グループメンバーのマネジメント

　研究室・研究グループ内において自身がマネジメン
ト権限を持つメンバーの平均値は，助教で 3.0 人，准
教授で 5.6 人，教授で 8.9 人であった。職位が上がるに
つれ，マネジメントするメンバー総数は増えている
が，特に修士・学部生の増加数が大きい。
　また，職位ごとのマネジメントに係る取り組みの実
施状況について見る 8）と，職位が上がるごとに多様な
マネジメントを実施していることが明らかになってい
る。研究室パネル調査において助教に比べて教授の実
施割合が大きい取り組みは，「博士学生のリクルー
ティング」，「分野面からのメンバーの多様性向上」，

「メンバーが新しい研究に挑戦できる仕組み」，「ポス
ドクのリクルーティング」であった。つまり，職位が
上がるにつれて，メンバーのリクルーティングおよび
自身のこれまでの研究にとどまらない新たな研究テー
マを創出できるようなマネジメントに取り組むように
なっていくことが伺える。
　職位の上昇とともに研究開発費，メンバーのマネジ
メントともに規模・複雑性が増すが，講座制において
は，助教や准教授は教授の下で，研究マネジメントに
ついての経験を得られていた可能性が考えられる。

研究を行う上での価値観

　最後に気になるデータを紹介する。教員が研究を行
う上での価値観を職位別に比較すると，助教が「安定
した職」を重視する割合が高い一方で，「知的好奇心」
や「挑戦的研究」については，教授において重視する
割合が一番高いという結果が得られた。2021 年のノー
ベル物理学賞を受賞した眞鍋淑郎博士が，研究におけ
る好奇心の重要性を指摘していることもあり，助教に
おいて，「知的好奇心」や「挑戦的研究」を重視すると
の傾向が得られることを期待していたので，この結果
は衝撃的であった。助教には任期付きが多いこと，先
に述べたように助教が研究活動に用いる資金の約半分
は上司の獲得した外部資金から賄われていることなど
が価値観に影響を及ぼしている可能性がある。

おわりに

　本稿では日本の助教，准教授は独立して研究を実施
できているかという視点から関連するデータを概観し
た。職位が上がるとともに，研究室・研究グループを
独立して運営している教員の割合が増えるが，准教授
の約 3 割，助教の 7 割には上司がいる。助教や准教授
が独立して研究室・研究グループの運営を行う場合，
スタートアップ資金の確保，研究開発費や研究室・研
究グループメンバーのマネジメント経験の獲得が必要
である。これに加えて，助教が「知的好奇心」や「挑
戦的研究」を重視できるような環境構築も必要である
ことが見えてきた。
　冒頭に紹介した 3 つの論説には，上に述べた課題を
解決するための処方箋が示されている。助教や准教授
が独立して研究室・研究グループを運営するには山本
論説で指摘されている「独立助教授」のような仕組み，
研究室・研究グループのマネジメント経験の獲得につ
いては野地論説で提案されている「創造的人材育成メ
ンター賞（仮）」のようなインセンティブを活用したシ
ニア研究者による助教や准教授のメンタリング，「知
的好奇心」や「挑戦的研究」を探求できるような環境
の創出には，有本論説で指摘されている「創造性を育
む環境・組織・制度」の構築が重要と考えられる。助
教らが教授の下で，その資産を活用しながら研究活動
を実施している現状を見ると，スタートアップ資金を
確保することが，特に重要であると考えられる。ここ
で示したような取り組みをいきなり日本全体で実施す
ることは難しいであろうが，実験的な取り組みを行
い，その効果を検証するエビデンスも併せて収集する
ことから始められないだろうか。
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